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研究成果の概要（和文）：本研究では、実際の人間がどのような状況で嘘をつく傾向があるのか、ある経済主体
の嘘は他の経済主体にどのように評価されるかについて実験を実施して検証した。実験結果によると、被検者は
常に自分の利益だけで嘘をつくわけではないが、他人の嘘の行動に同調する傾向があること、他の経済主体の利
己的な嘘に対しては負の互酬性が機能するが、他の経済主体の向社会的な嘘および利他的な嘘に対しては正の互
酬性は機能しないこと等が確認された。

研究成果の概要（英文）：In this study, we experimentally examined that under what circumstances 
subjects tend to tell lies, and how subjects evaluate other subjects deceptive behaviors. We 
observed that subjects do not always tell lies in order to maximize their own profit, they 
reciprocate negatively to others' self-interested lies but they do not reciprocate positively to 
others' pro-social and altruistic lies.

研究分野：実験経済学

キーワード： 実験　嘘　真実表明行動　社会的選好
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ある経済主体が嘘をつくことによって経済的な利益を高めることができる状況においては、当該経済主体は他の
経済主体に対して嘘をつくインセンティブを持つ。本研究では、実際の被検者がどのような状況で嘘をつく傾向
があるのか、ある経済主体の嘘は他の経済主体にどのように評価されるのかについて詳細に検討した。各種経済
取引におけるコンプライアンス向上が求められる現代社会において、本研究で得られた実験結果は、経済活動に
おける公正さを担保する制度や仕組みを構築するうえで、重要な知見となると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
嘘とは、情報の非対称性が存在する場合に、情報を持っている者が持っていない者に対して、
真実と異なることを表明するコミュニケーションである。研究開始当初、実験経済学の分野にお
いては、Gneezy(2005)以降社会的ジレンマ状況における嘘や不正についての実験研究が蓄積され
つつあった。自分の利益と他人の利益の間にトレードオフがあるような「社会的ジレンマ」の状
況においては、嘘をつくことはしばしば自分にとっての利益を生む。もし、経済主体が他人の効
用水準を考慮せず、自分の利益のみを考えて行動するならば、そのような状況において嘘をつい
て自分の利益を高めようとするだろう。実際、情報の経済学の文脈においては、情報を持つ経済
主体が情報を持たない経済主体に対して真実とは異なる情報を開示することによって一時的に
余剰を余分に受け取り、結果的に逆選抜が生じるとされている。しかしながら、Gneezy(2005)を
はじめとした嘘や不正についての実験研究では、実際の人間は自分の利益になる状況において、
必ずしも常に嘘をつくわけではないことが観察されている。そこで、本研究課題においても実験
を実施することによって、嘘をつくことができる状況においてお実際の人間がどの程度嘘をつ
き、どの程度真実表明行動を取るかについて詳細に検証する研究計画を策定した。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、Gneezy(2005)をはじめとした嘘や不正についての実験研究を受け、嘘をつくこと
ができる状況において、実際の人間がどのような状況下でどのような嘘をつく傾向があるのか、
また嘘をつくことが他人にどのように評価されるのかについて、実験を実施して検証を行うこ
とを主たる目的とした。とりわけ、様々な嘘の種類に着目し、嘘をつくことによって自分の利益
が高まる利己的嘘だけでなく、嘘をつくことによって相手の利益が高まる利他的嘘、嘘をつくこ
とによって相手の利益が低下するいじわる嘘、嘘をつくことによって自分の利益は変わらない
ものの相手の利益が高まる向社会的嘘の 4種類の嘘について詳細な分析を行う。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、実験を実施することによって、実際の人間の嘘・真実表明行動についての分析を
行った。具体的には、主に以下の 3つの実験を行った。 
 第一の実験は、実際の人間がどのような状況でどのような嘘をつくかについて検証する実験
である。この実験では、他人の嘘・真実表明行動が観察可能な状況を作り出し、他人の嘘・真実
表明行動を観察することが、被検者の嘘・真実表明行動にどのような影響を与えるかについて分
析した。 
 第二の実験は、実際の人間の嘘・真実表明行動が他の人間にどのように評価されるかという点
について検証する実験である。この実験では、2人 1組の被検者が「嘘実験」と「贈与交換ゲー
ム実験」の 2種類の連続して参加した。嘘実験で嘘または真実表明行動を取った 1人の被検者が
続く贈与交換ゲーム実験において、相手の被検者にどのような利得配分をされるかということ
を分析することによって、嘘・真実表明行動が他の人間にどのように評価されるかについて分析
した。 
 第三の実験は、嘘・真実表明行動の応用例として、脱税行動について実験を実施して分析した。
実験では、被検者にランダムに異なる所得を与え、各被検者に申告所得に基づく所得税を払って
もらった。被検者の所得は私的情報であるため、所得を実際よりも低く申告することによって、
脱税をすることができる。しかし、脱税した場合には監査が入り、10％の確率で脱税しているこ
とが明らかになった場合には、罰金を支払わなければならないという環境の下、被検者が正直に
自分の所得を申告するか、あるいは過少申告して脱税を行うかについて検証を行った。 
 
 
４．研究成果 
(1) An Experiment on Conformity in Deception（研究発表等 [図書]の Dishonesty in Behavioral 
Economicsの 3.5節に採録）では、前節における「第一の実験」に基づいて、実際の人間がどの
ような状況でどのような嘘をつくかについて分析を行った。特に本研究では、利己的嘘、利他的
嘘、いじわる嘘の 3種類の嘘について、被検者の嘘・真実表明行動が他人の嘘・真実表明行動を
観察することによってどのような影響を受けるかについて検証した。 
実験結果では、他人の多くが嘘をついていることを観察した後には、被検者は利己的嘘につい
ては他人の嘘行動に同調する傾向があるが、利他的嘘およびいじわる嘘については同調する傾
向は観察されなかった（表 1）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



表 1：他人の多くが嘘をついていることを観察した後の嘘・真実表明行動 

 
一方、他人の多くが真実表明行動を取っていることを確認した後では、被検者はいじわる嘘と
利他的嘘については他人の真実表明行動に同調する傾向があるが、利己的嘘については同調す
る傾向は観察されなかった（表 2）。 

 
表 2：他人の多くが真実表明行動を取っていることを観察した後の嘘・真実表明行動 

 
こうした結果は、ある経済主体が他の経済主体の嘘・真実表明行動を観察することは、同調行動
をもたらすものの、もたらされる同調行動の種類は嘘の種類や局面によって多様であることを
示している。 
 
(2)嘘と互酬性：実験による分析では、前節における「第二の実験」に基づいて、ある被検者の利
己的嘘、向社会的嘘、利他的嘘が相手の被検者にどのように評価されるかについて分析した。実
験結果によると、嘘実験において相手に利己的嘘をついた被検者は、嘘をつかなかった被検者に
比べて続く贈与交換ゲーム実験において相手の被検者によって有意に低い利得が与えられた。
しかし、嘘実験において相手に向社会的嘘および利他的嘘をついた被検者は、嘘をつかなかった
被検者に比べても有意に高い利得が与えられなかった（表 3）。このことは、利己的嘘をつくこ
とは、負の互酬性をもたらすが、向社会的嘘および利他的嘘は正の互酬性をもたらさないことを
示唆している。 
 
(3)税の再分配とタックス・コンプライアンス：実験による分析では、前節における「第三の実験」
に基づいて、脱税行動について実験を実施して分析した。実験は、過少申告をすることによって
脱税することができるが、10％の確率で監査が入り、脱税が発覚した場合には罰金を科されると
いう環境で実験を行う「ベースライン実験」、同様の実験環境の中、4 人 1 組のグループにおい
て、最も所得が低い被検者に対して全員の納税額の一部が還元される「低所得者への再分配実験」
および、同様の実験環境の中、4人 1組のグループにおいて、全員に対して全員の納税額の一部
が還元される「公共財としての再分配実験」を行った。そのうえで、3つの実験で被検者のタッ
クス・コンプライアンス率（自分の所得にたいする申告所得の割合）を比較した。実験結果によ
ると、被検者は危険回避度が高いほど、タックス・コンプライアンス率が高くなる傾向があるこ
と、被検者の危険回避度を考慮した場合、公共財としての再分配実験におけるタックス・コンプ



ライアンス率は、ベースライン実験におけるタックス・コンプライアンス率よりも高いこと、公
共財としての税の還元額が高いほど、タックス・コンプライアンス率が高くなること等が確認さ
れた（表 4）。 
 
表 3：利己的嘘・向社会的嘘・利他的嘘後の贈与交換ゲーム実験における利得配分 

 
 

表 4：タックス・コンプライアンス率についてのトービット回帰の結果 

 
<引用文献> Gneezy, U.,  (2005) Deception: The Role of Consequences, American Economic Review 
95, 384-394.  
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